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研究成果の概要： 
本研究は，日常消費社会において低価格志向の消費者に商品を供給することにより急成長を
遂げてきた，組織的小売業者が形成する流通システムの空間特性を明らかにすることを目的と
して，上記の業態が企業の創業からどのような空間的パターンで店舗網を拡大してきたのか，
店舗網を拡大させる上で，企業内外の情報・物流システムをどのように空間的に構築している
のかを解明した。一方で，事例地域を選定して組織的小売業者の展開と地方市場における商業
集積の変容を明らかにした。 
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 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 800,000 0 800,000 
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年度  
  年度  
総 計 2,100,000 180,000 2,280,000 
 
 
研究分野：経済地理学 
科研費の分科・細目：人文地理学・人文地理学 
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１．研究開始当初の背景 
 
今日の日本の成熟消費社会において，消費
の二極化の進展が指摘されている。高度経済
成長期における「中流意識」の形成と，それ
を支えてきた大量生産・大量消費の流通チャ
ネルが，21 世紀を迎えた今日，崩壊しつつあ
る。現在の流通業において，大都市圏の高級
スーパーなどのように非日常型で付加価値
を追求する業態と，低価格志向の価格訴求型
の業態という流通の二極化が進展しつつあ
り，これらの業態が形成する流通システムの
空間構造全体を把握することが必要である。
しかし，とくに後者のタイプの組織的小売業
者の展開により形成される商業集積は，地方
都市において消費の利便性を向上させる一
方で，都市中心部のコミュニティや街並みを
崩壊させ，均質的で無機質な都市空間を生み
出しているという指摘もある。良質で安価な
商品を効率的に供給しようとする企業の論
理と，地域の独自性を保ちつつ，魅力的な商
業空間を欲する地域の論理が相反して考え
られる傾向にあるが，これらを統合して分析
することが本研究の全体構想である。 
 
 
２．研究の目的 
 
日常消費社会において低価格志向の消費
者に商品を供給することにより急成長を遂
げてきた，組織的小売業者が形成する流通シ
ステムの空間特性を明らかにすることを本
研究の目的とする。価格訴求型の業態とは具
体的に，ホームセンターや衣料品チェーン，
ドラッグストア，家電量販店，100 円ショッ
プなどに代表され，郊外の幹線道路沿いにい
わゆるロードサイド型の商業集積を形成し
てきた。これらは 1990 年代における消費不
況の長期化や大規模小売店舗法の緩和など
の影響を受けて，急速に企業規模を拡大させ
てきた業態である。本研究の課題は，上記の
業態が企業の創業からどのような空間的パ
ターンで店舗網を拡大してきたのか，店舗網
を拡大させる上で，企業内外の情報・物流シ
ステムをどのように空間的に構築している
のかを解明することにある。そして，各業態
の企業戦略により形成される商業集積につ
いて，事例地域を選定して検証する。 
 
 
３．研究の方法 
 
本研究では，事例となる調査対象業態およ
び企業を選定し，組織的小売業者の企業行動
の結果に基づく店舗配置と，物流システムの
構築について分析する。各業態の上位企業に
おける企業戦略について，自社物流システム
の構築，資本提携，フランチャイズ化による
拡大戦略を明らかにする。続いて，事例調査
地域（都市）を設定し，企業戦略の結果形成
された郊外型の商業集積について実態調査
を行う。研究手法として，上記の諸課題をフ
ィールドワークに立脚した調査によりデー
タベース化し，GIS（地理情報システム）を
援用した定量的手法により解明する。 
 
 
４．研究成果 
 
(1) 組織的小売業者の発達に伴う流通空間の
変容に関する研究動向の整理 
日本における組織的小売業者の発達に伴
う流通空間の変容について一般化を行うた
めに，地理学内外における研究動向の整理を
行った。 
 「人文地理」60-3 および『経済地理学の成
果と課題』商業論（編集・印刷中）にまとめ
た研究成果では，近年の流通地理学の研究動
向として，生産から消費に至る横断的な流通
経路に着目して，企業・事業所間競争を前提
において，特定の企業，業態，店舗の企業活
動，商品流通経路および諸施設の配置を分析
する研究と，流通経路のある断面に着目して，
その施設の分布と変化を分析する研究があ
ることが指摘された。 
とくに前者の研究では，従来の商業地理学
の伝統にとらわれることなく，小売企業の経
営戦略やオペレーション・ノウハウに関心を
持ち，次々に生み出される新業態や企業の形
成する流通システムを都市空間との関わり
から論じた成果が蓄積された。これらの研究
では，情報化の進展，物流システムの構築，
流通のグローバリゼーションといったキー
ワードで，組織的小売業者による企業活動の
空間的再編が論じられた。 
さらに，21 世紀以降の流通業において，新
しい企業間競争において競争優位を確保し
うる流通ビジネスモデルが，日本の流通空間
をどのように変容させていくのかという問
題意識の下に，「消費の二極化」をキーワー
ドに掲げて，均質的なマーケットの基礎とな
っていた「中流意識」が崩壊し，消費が「分
極化」「個別化」する動向を捉え，こうした
変化に対応した業態のオペレーションの空
間特性についての議論を整理した。 
 
(2) 企業間連携による小売チェーンの空間的
拡大 
①東京証券取引所一部上場企業の中で，とく
に価格訴求型の業態，具体的には，ホームセ
ンターや衣料品チェーン，ドラッグストア，
家電量販店，100 円ショップなど郊外の幹線
道路沿いにいわゆるロードサイド型の商業
集積を形成してきた企業について，創業から
現在に至るまでの店舗拡大過程に関するデ
ータを作成した。その結果，売上高上位企業
では全国に店舗網を拡大する段階において，
自社物流システムの下での拡大方針の他に，
ローカルチェーンの提携・買収を進める場合
と，店舗網が重複しないリージョナルチェー
ン同士が資本提携することにより，スケール
メリットを獲得する方策が採用されること
を明らかにすることができた。 
また，これら調達システムそのものの効率
化を生命線とする小売業態の成長は，直接顧
客を収奪する他の小売業態だけでなく，商品
流通の川上に位置する卸売業者や製造業者
など産業全般にも多大な影響を与えること
を分析した。組織的小売業者の成長と，その
空間的な拡大について，企業間の買収・合併
の進展による流通業界の再編成，組織的小売
業者による物流システムの構築の進展から
分析を進めた。 
  
②多店舗化する小売チェーンにおける企業
間連携の地理的含意は，企業間連携をする先
の地域市場を獲得して，自社の店舗網を空間
的に拡大することにある。1990 年代以降の
組織的小売業者による企業間連携の動向に
ついて，有価証券報告書，各社ホームページ，
日経流通経済新聞などをもとに，小売チェー
ンは現在，上位企業による集約化が進行し，
「成長」「競合」段階から「発展」もしくは
「淘汰」の段階にあり，資本提携，合併・統
合を含む企業間連携の空間的変容を解明し
た。 
 
(3)小売チェーンおよび物流業者による物流
システムの構築 
①組織的小売業者は，その成長に伴い，メー
カーと直接取引することを通じて，仕入価格
を引き下げ，競合する企業に対する価格競争
力を高めようとしている。そのためにも各社
は，多店舗化し市場シェアを拡大する必要が
ある。こうした背景の下での 1990 年代後半
における組織的小売業者の店舗展開は，自社
開発，フランチャイズ化，資本提携などの形
態をとるが，その店舗網拡大は，進出先の店
舗への商品供給システムをいかに空間的に
構築していくのかが重要になっている。 
組織的小売業者に対する商品の納入業者
には，チェーンストアとの取引経験を持たな
い地方の中小製造卸売業者が数多く含まれ
る。こうした業者は，ホームセンターの多店
舗化や店舗網の広域化に対応した配送が困
難である場合が多く，組織的小売業者は自社
物流センターを設置し，集約された配送を実
施している。この自社による集約配送は，チ
ェーン全体の物流費削減に貢献するもので
あり，店舗網を広域化する際に，効率的な配
送システムを構築することで，新たに進出し
た市場に対しても企業間競合で優位に立つ
ことを可能にするのであった。本研究で対象
としている業態では，商品鮮度を重視しない
商品を中心に扱うため，商品の配送圏は広域
に設定されうるという共通の空間的特性を
持っていることが明らかとなった。 
  
②組織的小売業者による物流システムの構
築の重要性が指摘できた一方で，実際の物流
を担当する主体や，物流費については不明な
点が多い。閑散期における余剰車両の問題か
ら，組織的小売業者が自社で車両および専属
の物流部門を抱えることは少ないと予測さ
れる。このため，物流部門におけるアウトソ
ーシングの事例を明らかにするために，自動
車部品企業における Third Party Logistics 
Providers (3PL)利用の実態を分析した。本分
析により，小ロット・高頻度の配送を行うた
めに、3PL の cross dock が重要な機能を果た
していることなど，組織的小売業者の物流シ
ステムの構築に対しての新たな知見を得た。 
 
 
(4)地方都市における郊外型商業集積の発達
による影響 
組織的小売業者による企業間の激しい競
合により，とくに地方都市では積極的な商業
開発の結果，新たな商業集積が形成されるが，
その開発には企業間の企業論理が優先され
ること，チェーン展開による多店舗化である
ことから均質的な商業空間が形成され，地方
の独自性が喪失しつつあることを指摘でき
る。 
本研究では，モータリゼーションの進展と
消費行動の変化に注目し，モータリゼーショ
ンの進展とともに，郊外地域にロードサイド
型の新たな商業集積が著しい北関東・甲信越
地方の諸都市を中心に分析を進めた。その結
果，大型店の立地を立地形態別にみると，全
国と比較して北関東・甲信越地方の各県は，
ターミナル型や駅前・駅近辺型という公共交
通機関の結節点や，伝統的な商業中心地であ
る商店街への立地割合が低い傾向にあるこ
とが明らかとなった。それに対して全ての県
で郊外幹線道路沿い型の立地が卓越するこ
とに加えて，茨城県と群馬県では郊外住宅型
の割合も高く，居住地に近接した形で大型店
による商業集積の形成が認められる。 
人口規模の小さい地方中小都市は，郊外地
域や周辺の大都市に商圏を収奪され，財政基
盤も弱く，都市再生への道のりは険しい状態
にあるところも多い。一方で，これらの都市
の中心市街地は，相対的な地価の安さや，徒
歩圏内に生活関連施設が集積していること
などから，住宅地として優良な環境にあると
もいえる。こうした中心市街地の変容につい
て，長野県須坂市を事例地域として実態調査
を実施し，郊外地域への新たな商業集積が，
中心市街地に与える影響を分析した。その結
果，大型店による郊外型商業集積は，都市の
レベルを超えて周辺市町村に吸収される一
方で，中心市街地は商業機能よりも住宅機能
や観光機能の占める役割が増加しているこ
とが明示できた。 
 
(5)本研究の成果から明らかとなった課題は，
以下にまとめられる。 
①少子高齢化の人口減少時代において，消費
の縮小に対応した商業立地についてである。
例えば，店舗大型化の隙間を埋める業態や店
舗の立地，農山村などの小商圏市場が注目さ
れる。また，ライフスタイルの多様化の中で，
モノを買わない若者が増えている一方で，全
ての商品販売のライバルは携帯電話と言わ
れるように，情報通信技術の発達と小売業の
関係を読み解く必要があろう。一方で，大都
市の鉄道駅における「駅ナカ」やオフィス街
への商業立地が注目され始めているが，既存
の概念を覆す新しい商業地開発も今後の考
察の対象となりうる。中心市街地の空洞化に
対する処方箋は見つからないが，一部の地方
都市では特定の年齢層にターゲットを絞っ
た店舗構成により集客を維持しているとこ
ろもある。 
 
②大規模小売業者による合理的な流通シス
テムから除外された地域が生み出されてい
る現象についてである。都市のインナーエリ
アにおいて質が悪く安くない食料品しか購
入できない地域が存在するというフードデ
ザートの問題，閉店店舗の跡地利用などがこ
の課題に該当するであろう。そのほか，大型
店の外部効果や雇用問題，コンビニの深夜営
業の問題など，これまでの経済的合理性の追
求から，社会問題や環境問題との関わりから
小売業の展開が議論される必要がある。また，
今期は消費者行動に関する研究がなかった
が，消費者という需要サイドから流通システ
ムを評価する視点も研究の視野に入れる必
要があろう。 
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